予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名　ワークショップ２４施設管理運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部 情報産業課 ＩＴ拠点係　電話番号：058-272-1111（内3114）
　　　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　42,779千円 （前年度予算額：41,878千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	41,878
	0
	0
	8,326
	0
	0
	1,213
	0
	32,339

	要求額
	42,779
	0
	0
	8,171
	0
	0
	525
	0
	34,083

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　ソフトピアジャパンセンター第３別館及び県営住宅ソピアフラッツ（以下、「ワークショップ２４」という）について、指定管理者による施設管理を実施するための指定管理料および県有施設の所在する土地の賃借。
（２）事業内容

　・指定管理者
　　株式会社ビル代行・株式会社ミライコミュニケーションネットワーク共同体
　・指定期間

平成２５年４月１日～平成２７年３月３１日（２年間）
　・指定管理業務
　　①施設の維持管理業務（警備、清掃、設備点検、受付案内等）

　　②施設の使用許可（技術開発室、会議室）

　　③施設の入退去管理（住宅、技術開発室）

　　④利用料金、共益費等の収受等

・賃借する土地

　　ワークショップ２４の底地　3,928.32㎡

　　所在地：大垣市今宿六丁目５２番地１８

　・土地の所有者

　　岐阜県土地開発公社

（３）県負担・補助率の考え方

　　県有施設であるワークショップの管理運営の実施にあたり、民間のノウハウを導入した指定管理者制度を行っているが、利用料金等の収入だけでは管理・運営に係わる経費が賄われないため、県負担による指定管理料が必要となる。また、県有施設であるため、県負担による土地の賃借が必要となる。
（４）類似事業の有無
　　有　ソフトピアジャパンセンター施設管理運営費
　　　ソフトピアジャパンセンタービル、アネックス、ドリーム・コアの３県有施設について、指定管理者による施設管理を実施するための指定管理料及び指定管理者評価員会議開催事務費

３　事業費の積算内訳
　(1)指定管理料　36,858千円（情報産業施設分）

[債務負担設定額：72,000千円（H25.4.1～H27.3.31）]
指定管理料算出内訳　　　　　　　　　　　　　（千円）

	　　
	計
	内訳
	

	
	
	情報産業施設
	県営住宅

	支出(A)
	119,687
	97,317
	22,370

	　
	人件費
	40,629
	33,035
	7,954

	　
	施設管理費
	71,828
	58,403
	13,425

	　
	その他
	7,230
	5,879
	1,351

	収入(B)
	74,357
	77,357
	

	　
	利用料金収入
	34,663
	34,663
	

	　
	その他収入
	32,657
	32,657
	

	
	IAMAS負担金
	7,037
	7,037
	

	指定管理料(A)-(B)
	45,330
	36,858
	8,472


　　
(2)賃借料　　　5,921千円（情報産業施設分）

　　　

賃借料内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	　　
	計
	内訳
	

	
	
	情報産業施設
	県営住宅

	賃借料
	6,733
	5,921
	812


　　※３年毎に改定。（次回改定H27年度）

(3)目的外使用料収入　8,171千円（情報産業施設分）

(4)指定管理者過年度納入金　525千円
	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　長期構想上の位置付け

　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　・ソフトピアジャパンのＩＴ関連企業の集積や優れた情報基盤を活用し、地域産業の高度化を担う産業人材を育成・供給し、地元のＩＴ企業の競争力を強化する。
（２）後年度の財政負担
　　第１期指定管理期間のＨ２６年度まで実施
（３）事業主体及びその妥当性
ワークショップ２４は、ソフトピアジャパンプロジェクトの一環として岐阜県住宅供給公社が平成１４年に整備した施設であるが、岐阜県行財政改革アクションプランに基づき、平成２４年８月に県が同公社から取得し、県による管理を開始した。平成２４年度中は県による直営管理を行い、平成２５年度から民間のノウハウを導入した指定管理者制度を行っており、最小の県費による最大の利用者サービスの推進を行うために必要な事業である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ソフトピアジャパンワークショップ２４の県有施設について、第１期（平成２５年度～平成２６年度）の指定管理者による施設管理を行い、ソフトピアエリアの情報産業の振興を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ワークショップ２４施設入居率

	54.1% 
（H25.3）
	（H  ）
	（H  ）
	71.4%
（H25.10）
	75%
（H26 ）
	95.2％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

前年度は県による直営管理を行い、今年度より指定管理者による管理運営を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	民間のノウハウを導入した指定管理者制度を行い、最小の県費による最大の利用者サービスの推進を行うために必要な事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	今年度から指定管理者制度を導入し、入居率の増加が見られ、効率的な管理運営が行われている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	民間のノウハウを導入した指定管理者制度の下で効率的な運営を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
第１期指定管理期間後の平成２７年度からは、ソフトピアジャパンエリア全体を一体管理する指定管理について検討していく。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き情報産業の振興に取り組むため、ワークショップ２４施設管理運営に必要となる事業を継続する。



